
５類移行に伴う主な事業等の取扱い 
 

１ 県の体制等 

項 目 方 針 

兵庫県新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症対策

本部 

・政府対策本部の廃止(5/8)後、遅滞なく廃止（特措法第25条） 

・本部廃止後は、必要に応じて、県危機管理基本指針に基づく対策本部の設置等により対応 

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症に係る兵庫

県対処方針 
・県対策本部の廃止に伴い、対処方針も廃止（各種要請等も終了） 

兵庫県新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症対策

協議会 

・５類移行に伴い、3/31の任期をもって終了 

・今後は、感染症法の改正により県が新たに設置する連携協議会により対応（兵庫県感染症対策ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰは

来年度も継続） 

 

２ 令和５年３月31日までに廃止等する事業 

事業名称 事業概要 対 応 備 考 

入院医療機関への支援 

入院医療機関を確保するため、新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感

染症及び疑似症患者の入院治療を実施する医

療機関に対して運用費用を一部支援 

廃止 
・新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症対応地方創生臨時交付金の

配分終了に伴い、廃止 

転院受入医療機関等への支援 

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症より回復した者のうち、他疾

患による治療が必要な者の転院受入を支援する

ことにより、入院受入医療機関の病床を確保 

廃止 
・新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症対応地方創生臨時交付金の

配分終了に伴い、廃止 

夜間救急対応支援 

流行期にｺﾛﾅ患者やｺﾛﾅ疑い救急患者に対し、

夜間に検査・診断処置を実施する救急医療機

関を支援 

廃止 
・新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症対応地方創生臨時交付金の

配分終了に伴い、廃止 

妊婦対応入院医療対応支援 
流行期に分娩受入医療機関拡充のため、分娩

取扱を行う入院受入機関を支援 
廃止 

・新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症対応地方創生臨時交付金の

配分終了に伴い、廃止 

無料検査事業（感染拡大傾向時

の一般検査事業） 

感染不安を感じる県民（無症状者）に対し、無

料検査を実施 
廃止 

・新規感染者数及び病床使用率の減少傾向や新

型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症の抗原検査ｷｯﾄの市販化を踏

まえ、終了 

・定着促進事業は、R4/8/31 から休止中 

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽﾜｸﾁﾝ接種実施医療

機関等支援 

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽﾜｸﾁﾝ接種を実施する医療機関等

に対して、一定規模の接種を実施した場合や、

特別な体制を確保した場合に、支援を実施 

廃止 

・新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症緊急包括支援交付金（医療

分）の配分終了に伴い、廃止 

・令和５年度より市町村事業へ移行 



事業名称 事業概要 対 応 備 考 

接種ｾﾝﾀｰの設置・運営 
県接種会場を播磨地区、神戸・阪神地区の２箇

所に設置して、県民の接種機会を確保 
休止 

・令和４年秋開始接種については、接種希望者の

接種がほぼ終了したことから､３月末をもって

県設置会場を休止 

高齢者施設等への感染者発生

時支援事業（健康管理支援事

業） 

高齢者施設等で大規模ｸﾗｽﾀｰ発生時において、や

むを得ず多数の無症状・軽症の陽性者が長期間

施設での入所を継続する必要ある場合、施設内

療養者への健康管理に要する経費を補助 

廃止 

・県独自支援は令和４年度で終了（介護事業者等

ｻｰﾋﾞｽ継続支援事業において、施設内療養に要

するかかりまし費用は補助対象） 

ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ体制強化事業 

介護が必要な在宅高齢者・障害者が新型ｺﾛﾅｳｲ

ﾙｽ感染症に感染し入院するまでの自宅療養期

間中に、事業所等が行う必要なｻｰﾋﾞｽの提供に

対し、協力金を支給 

廃止 

・県独自支援は令和４年度で終了（介護事業者等

サービス継続支援事業において、割増賃金・手

当に要する経費は補助対象） 

社会福祉施設への退院受入支

援事業 

退院患者の円滑な受入れを促進するため、退院患者

を速やかに受け入れた施設に対し、協力金を支給 
廃止 ・県独自支援は令和４年度で終了 

ひょうご新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ対策支援

基金 

県・市町協働で基金を設置し、新型ｺﾛﾅに対応

する医療従事者等への寄附を募集し、勤務環

境改善等の支援事業を実施 

廃止 

（募集終了） 

・ｺﾛﾅ禍における医療従事者等への支援において

一定の役割を果たしたため、特定の医療従事者

等への支援を見直し 

・５類移行後、配分委員会を経て、残額を医療機

関等へ配分（予定） 

 

３ 令和５年５月７日までに廃止等する事業（今後国から示される方針により一部変更の可能性あり） 

事業名称 事業概要 対 応 備 考 

回復者転院支援窓口 
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症回復者のうち、他疾患の治療

を必要とする者の転院を支援する窓口を設置 
廃止 ・５類移行に伴い、廃止 

自宅療養者・待機者に対する往

診等支援 

自宅等で待機・療養を行っている新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ

感染症患者に対する往診等を支援 
廃止 ・保健所による受診勧奨の終了に伴い、廃止 

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症にかかる調

剤支援 

保健所からの指示に応じ往診を行った薬局に

対し、協力金を支給 
廃止 ・保健所による受診勧奨の終了に伴い、廃止 

自宅待機者に対するﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ

体制の強化（健康観察） 

自宅療養者への健康観察ｱﾌﾟﾘによる自己ﾁｪｯｸ（2 回/

日：7:00,15:00）、電話による健康観察・随時相談 
廃止 ・法的位置づけの消滅 

自宅待機者に対するﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ

体制の強化（宅食） 

自宅療養者及び入院・宿泊調整中の自宅待機者に対し生

活支援(食料品や衛生資材)等を実施する市町経費を負担 
廃止 ・法的位置づけの消滅 



事業名称 事業概要 対 応 備 考 

自宅療養者等相談支援ｾﾝﾀｰの

設置 

①自宅療養者等からの相談対応、②医療機関

等への案内、③生活支援、④療養証明書発行事

務などの保健所業務支援等を実施 

廃止 ・法的位置づけの消滅 

抗原検査ｷｯﾄ配送 
低ﾘｽｸの方かつ有症状の方で、抗原検査ｷｯﾄの

配送を希望される場合に無料配送 
廃止 

・自己検査の普及、抗原検査ｷｯﾄの市販化を踏ま

え終了 

陽性者登録支援ｾﾝﾀｰ運営 
低ﾘｽｸの方への個別支援（健康相談、宿泊療養

調整、食糧支援等）を登録制により実施 
廃止 

・国の制度廃止の方針を踏まえ、廃止 

・登録受付は、5/7 で終了 

新型ｺﾛﾅ対策適正店認証制度 
感染症対策を実施する飲食店等の認証・公表

により、感染拡大予防対策を推進 
廃止 

・国の制度廃止の方針を踏まえ、廃止 

・新規認証受付は、3/31 で終了 

ｲﾍﾞﾝﾄ開催制限に基づく県の事

前確認又は主催者による自己

点検 

県内ｲﾍﾞﾝﾄの感染対策について、県への感染防

止安全計画の提出又は主催者によるﾁｪｯｸﾘｽﾄ

の公表により、感染防止を図る 

廃止 ・国の制度廃止の方針を踏まえ、廃止 

措置要請等相談窓口 各種要請等に関する問い合わせに対応 廃止 ・５類移行に伴い、廃止 

 

４ 令和５年５月８日以降も継続する事業（今後国から示される方針により一部変更の可能性あり） 

事業名称 事業概要 対 応 備 考 

宿泊療養施設の健康管理体制

の整備 

宿泊療養施設で療養となった者の健康管理情

報の整理や、症状悪化時の入院先調整、退院管

理を行うため、24時間の健康管理体制を整備 

継続 
（９月末ま
で暫定） 

・隔離のための宿泊療養施設は廃止するが、高齢

者の療養のための医療強化型宿泊療養施設は

引き続き確保 

CCC-hyogoの設置 
保健所所管区域を越えた全県的な入院調整等

を実施 

継続 
（９月末ま
で暫定） 

・重症者の入院調整は保健所で継続実施するこ

とから、広域入院調整のため継続 

夜間保健所支援ｾﾝﾀｰの設置 
保健所の業務軽減のため、夜間の入院調整業

務等を集約して実施 

継続 
（９月末ま
で暫定） 

・重症者の入院調整は保健所で継続実施するこ

とから、保健所支援のため継続 

宿泊療養施設および保健所へ

の酸素濃縮器の設置 

酸素投与が必要な方に対応するため、宿泊療

養施設および保健所への酸素濃縮器を設置 

継続 
（９月末ま
で暫定） 

・保健所のﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ体制がなくなるため、保健所

への酸素濃縮器を廃止し、宿泊療養施設のみに

設置（約 260 台⇒60 台に縮小） 

入院医療体制の機能強化 
医療資材の医療機関への配送及び備蓄してい

る医療物資の管理及び搬出入等 
継続 

・医療機関での患者受入体制や宿泊療養施設の

健康管理体制が継続されることから、当面そ

の体制支援のため継続 



事業名称 事業概要 対 応 備 考 

県民相談窓口の人員体制強化 

県民からの健康相談や後遺症相談に応えるた

め、保健師等が対応する電話相談窓口を設置

するとともに、「兵庫県－新型ｺﾛﾅ対策ﾊﾟｰｿﾅﾙｻ

ﾎﾟｰﾄ」を活用した相談や情報提供を実施 

継続 
・外来や救急への影響緩和のため、感染者等から

の受診相談や後遺症相談機能等を継続 

病床確保における支援 

県の要請に基づき、新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症患者等

の入院病床を確保する医療機関に対して空床

確保支援を実施 

継続 
・国において、病床確保における支援は９月末ま

で継続の方針 

設備整備における支援 ｺﾛﾅ対応医療機関等に対する設備整備を支援 継続 ・国において、設備整備支援は９月末まで継続の方針 

社会福祉施設新規入所者等へ

の PCR 検査の実施 

希望施設において、新規入所者や新規採用職

員に対して PCR 検査を実施 
継続 

・国において、高齢者施設に対する各種措置は当

面継続の方針 

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症関連の各種

相談窓口多言語対応 

県内の保健所、相談窓口等への外国人からの

相談に対し、通訳ｻｰﾋﾞｽを導入 
継続 ・国において、相談機能は当面継続の方針 

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽﾜｸﾁﾝ接種体制推進

事業 

専門相談窓口を設置するとともに、副反応等

に係る接種後の相談体制を構築 
継続 

・特例臨時接種の期間が延長することに伴い、相

談体制も継続 

接種ｾﾝﾀｰの設置・運営 
県接種会場を播磨地区、神戸・阪神地区の２箇

所に設置し、県民の接種機会を確保 
再開 

・令和５年春開始接種に合わせて、県設置会場を

再開 

高齢者施設等の従事者に対す

る集中的検査 

高齢者施設等におけるｸﾗｽﾀｰ発生及び在宅要

介護高齢者等の感染拡大防止のため、施設従

事者等への集中的検査を全額公費により実施 

継続 ・国の制度継続の方針を踏まえ、継続 

ｻｰﾋﾞｽ継続支援事業 

利用者又は職員に感染者が発生した介護・障害ｻ

ｰﾋﾞｽ事業所・施設等や、濃厚接触者に対応した訪

問系ｻｰﾋﾞｽ事業所等において、ｻｰﾋﾞｽ継続に必要

な費用が生じた場合、その費用の一部を補助 

継続 ・国の制度継続の方針を踏まえ、継続 

 

  



５ 現時点で対応未定の事業（今後国から示される方針により一部変更の可能性あり） 

事業名称 事業概要 備 考 

救急・周産期・小児医療機関の

感染防止への支援 

疑い患者を診療する救急・周産期・小児医療の

いずれかを担う医療機関の院内感染を防止す

るために必要な設備整備等を支援 

・国方針未定のため 

感染症外国人患者受入医療機

関への支援 

外国人患者を受け入れる医療機関に対し、受

診や入院に必要な設備整備を支援 
・国方針未定のため 

医師・看護師・薬剤師等の派遣 
医師・看護師・薬剤師等を派遣する医療機関に

対し、派遣に要する経費の一部を助成 
・国方針未定のため 

入院病院への搬送 
民間救急事業者やﾀｸｼｰ会社を活用した患者の

迅速な移送を実施 
・国方針未定のため 

国の緊急包括支援交付金を活

用した補助事業（病床確保、設

備整備における支援以外） 

ｺﾛﾅ対応医療機関等に対する支援 
・国において病床確保、設備整備における支援以外の補助金

の詳細が示されていないため 

 


